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２．環境方針

〔基本理念〕

　先人の永い努力により開拓した北海道は、美しい自然豊かな日本の食料基地です。

当社は創業以来、農業機械の販売・修理という事業を通して、北海道の農業の発展

に貢献して参りました。近年、異常気象や温暖化といった地球環境の悪化が、農業

の安定を脅かしています。当社は、農業に深く関わる企業として、環境負荷の少ない

経営を実現するための継続的改善を実行します。

〔行動指針〕

１．環境関連法令の順守

　環境関連の法規制を順守します。

２．環境負荷の低減、汚染の防止

　省資源・省エネルギー、廃棄物の削減とリサイクルによる汚染防止に

　積極的に取り組みます。

３．継続的な改善

　当社は環境マネジメントシステムの継続的な改善を、積極的に行います。

４．環境方針の公開

　この環境方針は全社員に周知徹底し、社外にも公開します。

2018年7月1日

株式会社ヰセキ北海道

代表取締役社長 土屋　勝
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３．事業活動の内容

会社名 株式会社ヰセキ北海道

創立

本社所在地 札幌市手稲区新発寒5条1丁目5番1号

代表者名 代表取締役社長　土屋　勝

□農業機械の販売及び修理

□農業機械の製造

□農業資材の製造・販売

□農業施設の設計・施工・管理

事業年度 毎年１月１日～１２月３１日

売上高 １９７億円

社員数 ４８９名

営業拠点数 ４３拠点

環境管理責任者：常務取締役 管理部長　伊藤　知行

EA21推進事務局：総務課長　木場　裕之

TEL：0126-22-3388　　FAX：0126-25-5645

E-Mail：h.kiba@mail.iseki-hokkaido.co.jp

URL：http://www.iseki-hokkaido.co.jp
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1960年12月24日

私たちヰセキ北海道の社員は、
 １．誠意ある営業活動とサービスで地域農業の発展に貢献します。
 ２．人の尊重と理解協力を基として、活力ある企業風土を醸成します。
 ３．自己を磨き、常に挑戦心を持ち、何事にも前進努力を続けます。

社是

主な事業内容

事業規模

環境活動



３．事業活動の内容

各事業所の所在地及び連絡先

（●＝認証済、○＝今回拡大）

NO 事業所名 郵便番号 住所 拡大

1 本社事務所 〒068-0014 岩見沢市東町2条7丁目1004番地1 ●

2 〒080-2462 帯広市西22条北1丁目13番地 ●

3 〒071-8111 旭川市東鷹栖東1条1丁目119-1 ●

4 〒078-1315 上川郡当麻町5条東2丁目1-13 ●

5 〒095-0025 士別市西5条12丁目 ●

6 〒098-2214 中川郡美深町字敷島100番地3 ●

7 〒071-0206 上川郡美瑛町北町3丁目234-7 ●

8 〒076-0021 富良野市緑町13番1号 ●

9 〒098-3314 天塩郡天塩町字更岸1126番地 ●

10 〒078-4123 苫前郡羽幌町栄町118番地 ●

11 〒073-0044 滝川市西町4丁目1-7 ●

12 妹背牛営業所 〒079-0500 雨竜郡妹背牛町妹背牛223番地 ●

13 〒068-2165 三笠市岡山136-1 ●

14 〒067-0051 江別市工栄町27-1 ●

15 〒061-0215 石狩郡当別町対雁30-15 ●

16 〒061-1433 恵庭市北柏木町3丁目83番地2 ●

17 〒069-1336 夕張郡長沼町栄町1丁目11番28号 ●

18 〒069-1202 夕張郡由仁町古川337番地2 ●

19 〒059-1605 勇払郡厚真町字本郷246-1 ●

20 〒056-0014 日高郡新ひだか町静内古川町2丁目3番7号 ●

21 〒048-2201 岩内郡共和町前田135-27 ●

22 〒044-0077 虻田郡倶知安町比羅夫64-4 ●

23 〒048-1305 磯谷郡蘭越町字大谷176-18 ●

24 〒052-0013 伊達市弄月町59番地9 ●

25 〒049-4331 瀬棚郡今金町田代34-7 ●

26 〒044-0077 ニ海郡八雲町野田生165-1 ●
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空知中央営業所

札幌営業所

当別営業所

恵庭営業所

長沼営業所

倶知安営業所

蘭越営業所

伊達営業所

今金営業所

八雲営業所

富良野営業所

天塩営業所

羽幌営業所

滝川営業所

岩内営業所

由仁営業所

厚真営業所

静内営業所

道東施設課

旭川営業所

当麻営業所 

士別営業所

美深営業所

美瑛営業所



３．事業活動の内容

各事業所の所在地及び連絡先

NO 事業所名 郵便番号 住所 拡大

27 江差営業所 〒043-1117 檜山郡厚沢部町字美和1229-2 ●

28 函館営業所 〒049-0101 北斗市追分6丁目4番15号 ●

29 木古内営業所 〒049-0451 上磯郡木古内町字新道99-1 ●

30 帯広営業所 〒080-2462 帯広市西22条北1丁目13番地 ●

31 清水営業所 〒080-2462 上川郡清水町南8条6丁目8-1 ●

32 大樹営業所 〒089-2127 広尾郡大樹町振別37番地9 ●

33 本別営業所 〒089-3305 中川郡本別町共栄47番地7 ●

34 北見営業所 〒090-0001 北見市小泉382-3 ●

35 佐呂間営業所 〒093-0504 常呂郡佐呂間町字西富230-11 ●

36 興部営業所 〒098-1600 紋別郡興部町字興部129-1番地 ●

37 美幌営業所 〒092-0002 網走郡美幌町字美禽184番9 ●

38 〒099-3600 斜里郡小清水町字小清水125-1 ●

39 〒086-1148 標津郡中標津町緑ヶ丘3-9 ●

40 〒088-2304 川上郡標茶町平和8丁目72番地 ●

41 〒006-0805 札幌市手稲区新発寒5条1丁目5番1号 ●

42 〒080-2459 帯広市西19条北2丁目13番5 ●

43 〒098-0126 上川郡和寒町字朝日143-5 ●
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小清水営業所

中標津営業所

標茶営業所

アグリ事業部

道東商品センター

北日本床土



３．事業活動の内容

主な商品

p.6

輸入作業機

田植機

コンバイン

トラクタ



４．マネジメント体制図及び主な役割

【マネジメント体制図】

【主な役割】

・環境方針の策定、EA21システムの全体評価と見直し

・環境活動レポートの承認

・EA21システムの構築と運用

・環境活動計画の策定と進捗管理

・推進責任者、実行責任者の教育

・EA21システム マニュアル作成

・環境活動計画と実績の取りまとめ

・環境活動レポートの作成

・環境関連文書、記録の作成及び保管

・EA21システムの運用

・環境活動計画に対する進捗管理

・定期パトロールと不適合対策と処理

・担当エリアの教育・訓練

・各拠点でのEA21システムの運用

・各拠点での環境教育・訓練の実施

・緊急時対応訓練の実施確認

・環境負荷データの実績集計、省エネ・省資源の推進
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推進責任者

拠点推進責任者

推進担当者

最高責任者

環境管理責任者

EA21推進事務局

環境管理責任者
（管理部長）

EA21推進事務局
(管理部 総務課)

推進責任者
（道東施設課長）

（道東部品課長）
（道東商品ｾﾝﾀｰ長）

最高責任者
（社長）

推進責任者

（ｱｸﾞﾘ事業部長）

推進責任者

（本社部門長）

推進責任者

(各営業部長)

拠点推進責任者
(営業所長・工場長)

推進担当者
推進担当者

（事務員）

推進担当者

（各担当者）
推進担当者

（各担当者）



５．環境目標・環境活動計画とその実績

（1）直近3ヵ年の環境負荷実績

単位 2020 2021 2022

kg 5,134,756.70 5,276,134.88 5,094,342.19

kg-CO2/人 11,113.6 10,745.7 10,417.9

購入電力 kwh/人 3,813.7 3,928.0 3,950.0

灯油 L/人 949.4 938.4 911.4

ＬＰＧ ㎏/人 3.2 2.8 2.1

ガソリン L/人 1,010.9 924.7 907.9

軽油 L/人 791.1 812.9 806.2

重油使用量 L/百万円 654.3 748.7 696.1

一般廃棄物 kg/人 176.560 167.290 166.010

産業廃棄物 kg/人 532.79 524.47 531.65

㎥/人 30.99 29.74 29.29

％ 54.3 49.7 52.3

※CO2排出量には、建設現場での使用量は含まない。

※従業員1人あたりの数値 2020年：486人、2021年：491人、2022年：489人

※CO2排出量は、2021年度の北海道電力のCO2排出係数（0.533kg-CO2/kwh）を使用

※重油使用量は、北日本床土の売上高百万円あたりの数値。

（2）2022年度の環境目標とその評価

単位 目標値 実績値 達成率 達成

kg-CO2/人 10,988.4 10,417.9 105.5% ○

kwh/人 3,506.8 3,950.0 88.8% ×

㎏/人 4,607.6 4,223.5 109.1% ○

㎏/人 2,362.9 2,277.0 103.8% ○

L/百万円 774.0 696.1 111.2% ○

kg/人 171.39 166.01 103.2% ○

㎥/人 29.77 29.29 101.6% ○

％ 51.0 52.3 102.5% ○

※目標値は2019年比で3％削減した数値。（省エネ農機販売比率除く。化学物質は使用量が少ないため目標設定せず。

※従業員1人あたりの数値 2020年：486人、2021年：491人、2022年：489人

※CO2排出量は、2021年度の北海道電力のCO2排出係数（0.533kg-CO2/kwh）を使用

※重油によるCO2排出量は、北日本床土の売上高百万円あたりの数値。 p.8

電力使用量

灯油・LPGによるCO2排出量

一般廃棄物

省エネ農機販売比率

水使用量

重油によるCO2排出量

エ
ネ
ル
ギ
ー

使
用
量

CO2排出量

CO2排出量

CO2排出量

水使用量

廃
棄
物

省エネ農機販売比率

ガソリン・軽油によるCO2排出量



５．環境目標・環境活動計画とその実績

(3) 未達成要因と今後の対応

　【電力使用量の未達成要因】
  電力使用によるCO2排出量は、2019年比3.0％削減の目標に対し、全社の実績は2019年比8.1％増、
2021年比で0.6％増（プラス2,914kwh）となっています。（以下表参照）

2021年度
2022年度
使用量差

　　2021年比で0.6％増（プラス2,914kwh）となった原因を考えると、2022年の平均気温は2021年比で、
　11月で平均マイナス2.4℃、12月で平均マイナス2.8℃となっております。

　コロナ防止対策として取り組んでいた本社等での分散勤務の2023年5月上旬での終了等、当社でも

コロナ下からコロナ後へとシフトしつつあります。

　分散勤務終了により電力使用量は減少が見込まれますが、資源高、物価高の影響は続いていることから

こまめな消灯・冷暖房の適正化の節電対策に引き続き取り組んで参ります。
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   これを踏まえ、2021年・2022年の11～12月電力使用量を下表のとおり比較します。（以下表参照）

電力使用量（全社）
1,928,648kwh
1,931,562kwh

（なお、それ以外の10か月間については、2021年比で合計43,548kwh減少しています。）
　これを見ると、この11～12月の2か月間で、46,462kwh（B＋C）増加しております。

2,914kwh…（A）

【今後の対応】

　よって、2022年度の電力使用量増加は、11～12月の低温の影響が非常に大きいと考えます。

道内6都市の11月平均気温

都市名 岩見沢 札幌 旭川 帯広 北見 函館 6都市平均

2021 6.1℃ 7.3℃ 4.5℃ 5.3℃ 4.0℃ 8.1℃ 5.9℃

2022 5.9℃ 3.5℃ 0.6℃ -0.2℃ 3.7℃ 7.6℃ 3.5℃

温度差 -0.2℃ -3.8℃ -3.9℃ -5.5℃ -0.3℃ -0.5℃ -2.4℃

道内6都市の12月平均気温

都市名 岩見沢 札幌 旭川 帯広 北見 函館 6都市平均

2021 -1.8℃ -0.5℃ -2.9℃ -1.9℃ -4.2℃ 0.3℃ -1.8℃

2022 -2.8℃ -3.9℃ -6.9℃ -8.4℃ -5.2℃ -0.6℃ -4.6℃

温度差 -1.0℃ -3.4℃ -4.0℃ -6.5℃ -1.0℃ -0.9℃ -2.8℃

2021年11月 2021年12月

2022年11月 2022年12月

使用量差 使用量差

電力使用量（全社）

173,693kwh
204,698kwh

31,005kwh…（C）

電力使用量（全社）

153,063kwh
168,520kwh

15,457kwh…（B）



５．環境目標・環境活動計画とその実績

（4） 2022年度の環境活動計画の主な内容

　□照明の適正管理（不必要な電気の消灯）

　□空調の適正化（暖房 22℃、冷房 27℃）

　□電子決裁システムの活用による業務時間削減

　□アイドリングストップなど、省エネ運転を推進する

　□急発進、急加速は控え、安全運転を心掛ける

　□日常点検・整備の実施やタイヤの空気圧の適正確認

　□暖房温度の適正化

　□開放厳禁など傍観・断熱対策の実施

　□シーリングファン、サーキュレーターなどの機器の活用

　□工場内の暖房温度の適正化

　□原料土の露天堆積時はブルーシートをかける（雨で濡れるのを防ぐため）

　□なるべく詰め替えが可能なものを使用する

　□裏紙利用・両面印刷を推進し、コピー用紙使用量を抑える

　□再利用またはリサイクルしやすい製品の購入

　□不要になった書類は裏紙として再利用する

　□両面印刷や印刷ミス防止のためにプレビュー画面で事前確認

　□社内ネットを活用し、紙でのやりとりを最小限にする

　□電子決裁システムの活用によるペーパーレス化

　□蛇口の水は出しっぱなしにしない

　□手洗い時、洗い物は、日常的に節水を励行する

　□リサイクルが可能なゴミは分別して捨てる

　□紙はシュレッダーし、リサイクル業者へ依頼

　□製品等の金属くずは、シュレッダー業者へ依頼

　□環境ラベル認定等製品を優先的に購入

　□再生材料から作られた製品を優先的に購入

　□省エネ機械の販売を拡大する

　□上記商品の販売目標を定め、販売促進に積極的に取組む

　□顧客に環境配慮型商品に関する情報を積極的に提供

2022年度は上記の内容の通りに実施されていた。

2023年度も上記の環境活動を継続する。

p.10

グリーン購入

電力使用量の削減

灯油・ＬＰＧの
使用量削減

重油の使用量削減
（北日本床土）

紙の削減

環境配慮型製品
の販売拡大

資源のリサイクル

ガソリン・軽油
等の使用量削減

廃棄物の削減

水使用量の削減



６．中期計画

（1）環境目標

単位
2019年

（実績/基準）
2023年

（2019比4%削減）
2024年

（2019比5%削減）

kg-CO2/人 11,113.6 10,669.1 10,557.9

kwh/人 3,652.9 3,506.8 3,470.3

㎏/人 4,701.6 4,513.5 4,466.5

kg/人 2,411.1 2,314.7 2,290.5

kg/百万円 2,140.2 2,054.6 2,033.2

kg/人 178.530 171.400 169.600

㎥/人 31.01 29.80 29.50

％ 45.1 53.0 55.0

※CO2排出量は、2021年度の北海道電力のCO2排出係数（0.533kg-CO2/kwh）を使用

※目標値は従業員1人あたりの数値。（重油CO2排出量、エコ商品販売比率は除く）

※重油によるCO2排出量は、北日本床土の売上高百万円あたりの数値。
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省エネ農機販売台数

CO2排出量

電力使用量

ガソリン・軽油 CO2排出量

灯油・LPG CO2排出量

一般廃棄物

水使用量

重油 CO2排出量



７．環境関連法規等の違反、訴訟等の有無

　当社が当事者となる環境関連の訴訟はありません。

　　ただし、火災予防条例の少量危険物の届出等に関して一部不備があり、順次、対応

遵守状況

〇

〇

〇

 △ （少量危険物

貯蔵届出に一部不

備あり。順次対応中）

〇

〇

〇

〇

〇

〇

８．代表者による全体評価と見直しの結果

　・コロナ下において、電力使用量以外の環境目標が達成されている点は評価できる。

p.12

　しています。

　・当社を含む井関グループでは、持続可能な社会の実現に向けて自然・社会・企業の調和に

　・電子決裁システム「業務デザイナー」の本格運用、不要紙の裏紙再利用徹底に加え、

  高圧ガス保安法   

　浄化槽法　　

  消防法及び火災予防条例 

　各市町村の事業系一般廃棄物に関する条例　　

  になると思われるため、今後も環境負荷低減に配慮した取組を推進すること。

  影響が続く中、業務効率化を伴う環境負荷低減は自然・社会・企業いずれにもプラス

　　2023年4月現在、当社に関する環境関連法規制等に重大な違反はありません。また、

  貢献する環境活動を推進している。不安定な国際情勢等に起因する資源高・納期遅れ等の

　業務効率化、経営面でのコストダウンに繋がっている。

    2023年4月現在の環境関連法規の遵守状況は、下記のとおりです。

　廃棄物処理法　　

  北海道循環型社会形成の推進に関する条例    

環境関連法規名

  家電リサイクル法    

　フロン排出抑制法　　

  ペーパーレス化の推進、FAXからメールへの可能な限りの移行等、環境負荷を減らす試みが

  大気汚染防止法（北日本床土のみ対象）   

  井関農機株式会社エコビジョン   

　井関グループ全体での共通イントラ（i-Magazine）の運用開始に伴うセールス業務の
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